
 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 584 856 580 383 257 2,660 

第２号被保険者 9 27 20 15 14 85 

総     数 593 883 600 398 271 2,745 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

居宅介護サービス給付費   ６９，３９７ ３，６３３，５８６，０７６ 

居宅介護サービス計画給付費 ３０，１２０ ４３９，５７８，６６９ 

居宅介護住宅改修費 ４４３       ５１，３４３，９５１ 

居宅介護福祉用具購入費     ４２９       １４，３０４，７４０ 

合  計 ― ４，１３８，８１３，４３６ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

訪問介護 １５，５４３ ８４５，８９１，８８１ 

訪問入浴介護 ５４６ ３１，１９２，２３７ 

訪問看護 ５，９０２ ２４３，７２８，２２５ 

訪問リハビリテーション     ２０９       ４，３１７，１８４ 

通所介護 １１，２５８ ７８６，８３６，６６６ 

通所リハビリテーション ６，２７７ ４６２，４４５，７１２ 

福祉用具貸与 １６，０９０ ２１２，２１８，５０４ 

短期入所生活介護 ５，４４４ ６４９，５１８，１２８ 

短期入所療養介護 ６３３ ３９，７７７，４４６ 

居宅療養管理指導 ６，８７１ ５６，４０２，２８０ 

特定施設入居者生活介護 １，６０５ ３０１，２５７，８１３ 

合  計 ― ３，６３３，５８６，０７６ 

決算書掲載頁　P431

内
訳

加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となった被保険者について、その能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう、必要な居宅介護サービスを提供する。

平成24年度ベースでは計画額を上回っているが、第5期計画期間（H24～26）では、総額として計画額内となる見込み。ま
た、介護給付の適正化について努めていく。
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要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援する。
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直営 平成12年度 介護保険法　第41条

40歳以上65歳未満の特定疾病を起因とした要介護認定者及び65歳以上の要介護
認定者のうち居宅サービス受給者。
受給者：2,604人（計画値）

平成24年度ベースでは計画額を上回っているが、第5期計画期間（H24～26）では、総額として計画額内となる見込み。ま
た、介護給付の適正化について努めていく。

A A B

一般財源

3,636,1253,633,586

2,539

0

0.32

0.00

1,315,598

1,259,810

0

1,058,178

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援する。
目

標

一人あたり

世帯あたり 77,108

32,211

事業費

参
考

3,633,586

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

支払基金交付金

0

0

国府支出金

地方債



事業：居宅介護サービス給付                                

１．居宅介護サービス費の支給 

要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援するため、ケアプラン作成や訪問介護・通所介護などの在宅

サービス、住宅改修などの費用について保険給付を行った。 

(1) 居宅介護サービス受給者数 
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(2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：居宅介護サービス給付                             

１．サービス種類別居宅介護サービス費 

要介護認定者が受けた居宅介護サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、居宅介護サービス給付費

を支給した。 

(1) 支給件数及び給付額 
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第２号被保険者 9 27 20 15 14 85 

総     数 593 883 600 398 271 2,745 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 
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居宅介護住宅改修費 ４４３       ５１，３４３，９５１ 

居宅介護福祉用具購入費     ４２９       １４，３０４，７４０ 

合  計 ― ４，１３８，８１３，４３６ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 
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訪問リハビリテーション     ２０９       ４，３１７，１８４ 

通所介護 １１，２５８ ７８６，８３６，６６６ 

通所リハビリテーション ６，２７７ ４６２，４４５，７１２ 

福祉用具貸与 １６，０９０ ２１２，２１８，５０４ 

短期入所生活介護 ５，４４４ ６４９，５１８，１２８ 

短期入所療養介護 ６３３ ３９，７７７，４４６ 
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合  計 ― ３，６３３，５８６，０７６ 


